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表紙 位置、位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 ①自然現象の種類が「地滑り」と記載されている。（土砂災害防止法においては、「地すべ

り」ではない） 

 ②箇所番号が正しく記載されている。 

 ③箇所名が正しく記載されている。 

 ④所在地が正確に記載されている。（大字・字のあり・なし、漢字等） 

 ⑤左右の位置図に調査対象範囲が正しく示されている。 

 ⑥左右の位置図と縮尺の整合がとれている。 

 ⑦方位が明示されている。 

 

 

なお、チェックポイントで、特に間違いやすいあるいは着目する項目等にはアンダーラインを記す。 

① ⑦ 
② 
③ 

⑥ ⑥ 

④ 

⑤ 

⑤ ⑦ 

（赤丸中抜き） 

（赤丸中抜き） 
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様式 1-1 公示履歴等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 ①地すべり防止区域に該当する場合は諸元が記載されている。 

 ②地すべり危険箇所、危険地区、危険地の諸元が記載されている。 

 ③使用した砂防基盤図の諸元が記入されている。 

  ・砂防基盤図の撮影・図化年度、種類等が正しく記載されている。 

  ・正式名称は「土砂災害防止法に使用する数値地図作成ガイドライン(案)第７版」等 

 ④土砂災害警戒区域等の重複がある場合は、自然現象の種類ごとに箇所番号等が記載され

ている。 

① 

② 

③ 

④ 
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様式 2-1 地滑り区域の特定図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チェックポイント 

 （本様式は、様式 2-2以降におけるインデックス図的な様式として取り扱うもの） 

①図の体裁について 

・地滑りブロックを統合して複合ブロックによる地滑り区域を設定した場合、その地滑

りブロックを統合したか分かりやすい図となっている。 

  ・適度な縮尺で表示されている。図が小さすぎる場合は、複数枚に分割されている。 

②図中に地滑り区域名が明記されている。 

 ③方位、縮尺が明示されている。 

 

② 

③ 

③ 

① 
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様式 2-2(1) 地形・地質状況等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チェックポイント 

 （本様式は、地滑りブロック毎に作成する） 

 ①地滑りブロックについて作成され、複数ある場合は地滑りブロックごとに作成されて

いる。 

 ②資料調査結果で「有」の場合は、その内容が記載されている。 

 ③明瞭性の判定、滑動性の判定が地形調査・現地調査結果と整合している。また、判定

の根拠が記載されている。 

 ④地滑りブロックの形状、方向の設定根拠、下方の斜面の状況が記載されている。 

 ⑤ランク区分が、明瞭性の判定、滑動性の判定と整合している。 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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様式 2-2(2) 地形・地質状況等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チェックポイント 

 （本様式は、地滑りブロック毎に作成する） 

①地滑りブロックについて作成され、複数ある場合は地滑りブロックごとに作成されてい

る。 

②各記入欄が記載されている。 

③「その他の特記事項」に様式 2-1(1)､(2)に書ききれない滑動兆候や聞き取り調査によ

る情報、その他特筆すべき事項などが記載されている。特にない場合は、「特になし」と

記載されている。 

 

① 

③ 

② 



地滑り編 

参考資料 5-7 

 

② 

③ 

④ 

⑤ 

 　 　 　 　 　 　
　

  

発生年月日 平成○○年○月○日 発生時刻 夜間（詳細不明） 発生位置 北　緯 ○○度○○分○○秒 東　経

120m 面積　　(m2) 11000 土石等の高さ　(m) 基盤地質名

100m 移動土量　　(m3) 75000 地滑りの種類 風化岩地滑り 単位堆積重量　（kN/m3)

15m 土石等の移動距離　(m) 15m 地滑り地塊の種類 岩塊混じり土砂 内部摩擦角　(°)

災害発生状況

死　　者（人） 0 行方不明者（人） 0 負傷者（人） 0 （重傷者： 0 軽傷者： 0 ）

人的被害の状況 被災戸数（戸） 20 （全壊・流出： 0 半壊： 10 一部損壊： 10 ）

被災家屋の構造 木　造 非木造

降　雨　量 連続雨量(mm) 600 ㎡ 最大24時間雨量(mm) 100 ㎡ 最大時間雨量(mm) 30

　　観測所名: 異常気象名 ○○台風

その他特記事項

厚さ　　　(m) 25°

　 　 　 　 　

被

　

害

気

象

地

滑

り

の

規

模

発生日時等 ○○度○○分○○秒

地滑りの規模等

長さ　　　(m) 第三紀黒色頁岩

幅　　　(m) 18

① 

様式 2-3 過去の災害実態 

【災害実態が無しの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害実態が有りの場合】 
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チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑りブロック毎に作成する） 

①災害履歴がない場合、履歴がないと一目でわかる記載がされている。 

②様式 2-1(1)の「災害履歴」が「有」のとき、同様式の災害履歴に応じた地滑りブロッ

クの様式がある。 

  （災害履歴のある地滑りブロックと本様式の枚数が整合している。） 

③記録等から確認できなかった事項は「不明」または「－」と記入されている。 

④人的被害の状況が、被害がない場合は「0」と記入されている。 

⑤「その他の特記事項」に様式 2-3に書ききれない情報、その他特筆すべき事項などが記

載されている。特にない場合は、「特になし」と記載されている。 
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様式 2-4 資料調査結果図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、地滑り箇所を対象に一括して作成することを基本） 

 ①既往調査、観測等による平面図および地質調査断面図等が貼付されている。必要に応じ

て複数枚で作成されている。 

 ②使用した報告書等の引用先が記載されている。 

  （例：地質調査報告書名、観測報告書名、地すべり危険箇所点検結果、地すべりカルテ、

地すべり防止区域台帳、災害記録、工事記録・報告書名、研究報告名など） 

③地滑りブロック名が判読できる状態である。資料が古い場合、可能な限り判読できるよ

うに加筆する。

① 
③ 

② 
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様式 2-5 地形調査結果図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、地滑り箇所を対象に一括して作成することを基本） 

 ①空中写真判読図、地形判読図、３次元地形モデルを使用したブロック抽出結果図などが

貼付されている。 

 ②凡例に従った地形形状が記入されている。 

③方位、縮尺が明示されている。 

 

① 

② 

③ 

③ 
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様式 2-6 現地調査結果図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、地滑り箇所を対象に一括して作成することを基本とするが、図が小さすぎる

場合は、複数枚に分割） 

①現地調査結果に基づく最終的なブロック形状で記載されている。 

②凡例に従った地形形状が記入されている。特に地滑り地塊の明瞭・不明瞭、地滑り方向

の滑動・滑動が確認できない場合の表記がされている。滑落崖と地滑り地塊をきちんと

図示する。 

 ③地滑りブロックの頭部、側方部、末端部、移動方向の根拠となる地形状況等が記載され

ている。 

④空中写真判読で抽出された地滑りブロックが現地調査結果で異なる形状となった場合、

その根拠となる地形状況等が記載されている。 

⑤方位、縮尺が明示されている。

② 

③ 

④ 

① 

⑤ 
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様式 2-7 地形及び人工構造物等の状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、地滑り箇所を対象に一括して作成することを基本とするが、図が小さすぎる

場合は、複数枚に分割） 

①主に地滑り末端より下方の土地にある区域設定に影響を及ぼすような地形（小山、河川、

渓流、対岸の逆勾配地形など）や地滑り方向を規制するような側方部の尾根や谷などの

範囲が示され、その地形状況が記入されている。 

②該当する地形がない場合は、その旨が記載されている。 

③方位、縮尺が明示されている。 

 

 

 

① 

③ 

③ 

② 
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様式 3-1 危害のおそれのある土地等の設定図及び建築物に作用すると想定される衝撃に関

する事項 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成する） 

①設定された地滑り区域毎で作成され、複数ある場合は、区域の数に応じた枚数で作成さ

れている。 

②地滑り方向（滑動が確認できる・できない）、特定境界線（確定・不確定）の表記がされ

ている。 

 ③端点が４つあり、適切な地点で設定されている。 

 ④著しい危害のおそれのある土地の区域が設定されている場合は、表が添付され、想定さ

れる力の大きさのうち最大の数値および土石等の高さが表内に記入されている。設定さ

れない場合は、表が省略されている。（下表参照） 

 

 

 

 

 ⑤方位、縮尺が明示されている。 

力の大きさ
のうち

最大のもの

（kN/m
2
）

土石等の高さ（m）

土石等の移動により建築物の地上部に作用すると想定される力

① 

② 

③ 

③ 

⑤ 

⑤ 
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様式 3-2(1) 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成することが基本） 

①土地利用が様式 3-4の平面図と整合している。 

 ②人家戸数が様式 3-3の平面図と整合している。 

 ③公共的建物、要配慮者利用施設が様式 3-3の平面図と整合している。 

 ④危害のおそれのある土地の人家戸数、公共施設、公共的建物は、著しい危害のおそれの

ある土地のものを含んだ数量とされていない。（危害のおそれのある土地の面積について

は、著しい危害のおそれのある土地の面積を含む） 

 ⑤警戒避難体制に関する調査の項目が記載されている。 

 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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様式 3-2(2) 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成することが基本） 

①法指定の「有無」が正しく記入されている。 

 

① 

① 
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様式 3-3 人家等の建築構造状況図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成することが基本） 

 ①危害のおそれのある土地、著しい危害のおそれのある土地の範囲が様式 3-1 と整合して

いる。 

②人家等の抽出もれがない。 

 ③著しい危害のおそれのある土地内の人家等の建築構造の調査もれがない。 

 ④凡例が急傾斜地の崩壊、土石流のものと同じである。 

 ⑤方位、縮尺が明示されている。 

 

① 

②③ 

④ 

⑤ 

⑤ 
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様式 3-4 土地利用状況図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成することが基本） 

 ①危害のおそれのある土地、著しい危害のおそれのある土地の範囲が様式 3-1 と整合して

いる。 

②オルソフォトを使用している場合、空中写真撮影後の現地の地形改変状況等が記載され

ている。 

 ③方位、縮尺が明示されている。 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

③ 
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様式 3-5 宅地開発の状況および建築の動向 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

チェックポイント 

（本様式は、基本的に市町村単位で作成することが基本） 

 ①人口の経年変化に数値が記入されている。 

 ②都市計画区域の変遷に数値が記入されている。都市計画法の指定がない場合（なかった

場合）は、「－」と記入されている。 

 ③地価の経年変化に数値が記入されている。 

 ④建築確認申請の状況に数値が記入されている。建築確認の申請の区分が不明の場合は、

「－」と記入し、合計のみが記入されている。 

 ⑤農地転用の状況に数値が記入されている。農地転用の申請がない場合（なかった場合）

は「0」と記入されている。 

 ⑥各項目の出典が記載されている。 

 

 

⑥ 

② 

① 

⑤ 

④ 

③ 
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様式 3-6 現地写真・スケッチ等の位置図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

チェックポイント 

 ①様式 3-7の写真・スケッチ番号と整合している。 

 ②方位、縮尺が明示されている。 

 

 

 

 

 

① 

② 

② 
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様式 3-7 現地写真・スケッチ等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

チェックポイント 

 ①添付した写真と整合する地滑り区域名が記入されている。 

 ②地滑り箇所全体の状況がわかる写真が添付されている。（不可能な場合は全景的な写真が

添付されている。） 

 ③地滑り区域（または地滑りブロック）の頭部・左右側方部・末端部の写真が添付されて

いる。 

 ④対策施設がある場合、その状況を示す写真が添付されている。 

 ⑤地滑り滑動が認められる場合、その根拠となる写真が添付されている。 

 ⑥写真に地滑りブロックの輪郭、移動方向、ブロック名、河川の流下方向などが記載され

ている。

①～⑥ 
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様式 4-1 地滑り区域設定根拠 

【単独の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【統合した場合】 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

① 

① 
⑤ 

⑥ 

②③④ 

⑥ 
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チェックポイント 

①設定された地滑り区域毎で作成され、複数ある場合は、区域の数に応じた枚数で作成され

ている。 

 ②地滑りブロック名、地滑り区域名が前述の各様式の名称と整合している。 

 ③統合したブロックが、前述の各様式の平面図と整合している。 

 ④地滑りブロックの統合がある場合、統合前の地滑りブロックの諸元が整理されている。 

 ⑤地滑りブロックを統合した根拠が記載されている。 

 ⑥地滑りの滑動状況、輪郭および末端部の明瞭性とランク区分が整合している。



地滑り編 

参考資料 5-23 

 

様式 4-2 危害のおそれのある土地等の設定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 ①地滑り区域毎に作成されている。 

 ②地滑り区域の規模や層厚が様式 4-3、4-4と整合している。 

 ③地滑り層厚の設定根拠が記載されている。 

 ④地滑り区域の地質状況の項目が記載されている。 

 ⑤地滑り方向の設定根拠が記載されている。 

 ⑥危害のおそれのある土地の区域設定に関する特記事項が記載されている。 

 ⑦著しい危害のおそれのある土地が設定されている場合、規模や特記事項が記載されてい

る。 

③ 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

② 

⑦ 

⑦ 
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様式 4-3 地滑りが発生した場合において、地形の状況により明らかに地滑り地塊の滑りに

伴って土石等が到達しないと認められる土地の区域の設定図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成する） 

①凡例に従った表記がされている。 

②明らかに土石等が到達しない土地の区域を設定した場合、地滑り区域毎に、その根拠が

記載されている。 

③地滑り区域の寸法が記載されている。 

④縦断および横断測線とその番号等が記載されている。 

 ⑤方位、縮尺が明示されている。 

 

 

② 

① 

③ 

④ 

⑤ 

⑤ 

1 

2 

3 



地滑り編 

参考資料 5-25 

 

様式 4-4 危害のおそれのある土地等の設定断面図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

 （本様式は、基本的に地滑り区域毎に作成する） 

①縦断図および横断図に想定されるすべり面が表記されている。 

②危害のおそれのある土地の区域の範囲と長さが表示されている。 

③著しい危害のおそれのある土地の区域が設定された場合、その区域の範囲と長さが表示

されている。 

④末端下方において、逆勾配地形により明らかに土石等が到達しない土地の区域が設定さ

れた場合、その設定根拠となる具体的な数値（すべり層厚などによる推定値など）が記

載されている。 

 ⑤様式 4-3と断面図番号が整合している。 

 

 

 

① 

② 

④ 

1 



地滑り編 

参考資料 5-26 

 

様式 4-5 著しい危害のおそれのある土地等の設定に関する計算結果 

【著しい危害のおそれのある土地の区域が設定されない場合】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【著しい危害のおそれのある土地の区域を設定する場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックポイント 

①著しい危害のおそれのある土地の区域が設定されない場合、その旨が記載されている。 

②著しい危害のおそれのある土地の区域が設定された場合、計算結果が記載されている。

① 

② 

 　

土石等の単位体積重量 γ＝ （kN/m3）

 土石等の内部摩擦角 φ＝ （°）

 地滑り区域の長さ L＝ （m）

0.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 20.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 41.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
　①　移動による力（F1） 0.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 21.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 41.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

1.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 21.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 42.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
1.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 22.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 42.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
2.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 22.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 43.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
2.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 23.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 43.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
3.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 23.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 44.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
3.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 24.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 44.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　        を超えないものとする 4.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 24.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 45.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
4.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 25.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 45.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

F1　： 5.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 25.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 46.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
5.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 26.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 46.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
6.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 26.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 47.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ

ｘ　： 6.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 27.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 47.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
7.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 27.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 48.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
7.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 28.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 48.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　②　通常の建築物の耐力（W2） 8.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 28.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 49.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
8.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 29.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 49.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
9.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 29.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 50.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
9.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 30.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 50.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

10.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 30.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 51.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
W2　： 通常の建築物の耐力（kN/m2） 10.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 31.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 51.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
H4　： 11.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 31.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 52.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ

11.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 32.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 52.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
12.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 32.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 53.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
12.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 33.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 53.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

H4＝ （L-×）tanφ 13.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 33.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 54.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
13.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 34.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 54.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　      　ただし、H4＝2ｔａｎφを超えないものとする 14.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 34.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 55.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
14.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 35.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 55.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
15.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 35.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 56.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
15.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 36.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 56.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　③　著しい危害のおそれのある土地の区域 16.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 36.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 57.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
16.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 37.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 57.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　　　　　F1　＞　W2　となる土地の区域 17.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 37.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 58.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
17.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 38.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 58.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
18.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 38.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 59.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
18.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 39.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 59.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ
19.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 39.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 60.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　　　 19.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ 40.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ
20.0 85.2 15.2 0.9 Ｒ 40.5 85.2 15.2 0.9 Ｒ

　 　 　 　 　 　

        

計算に用いるパラメータ 計算結果（ランク区分がＡの場合のみ該当）
18 cosφ

　tanφ＝ 0.466  F1max= 85.2    W2max= 15.225 1-√2sinφ
232

計算式 ×
(m)

F1

(KN/m2)

W2
(KN/m2)

H4
(m)

判定
×
(m)

F1

(KN/m2)

W2
(KN/m2)

H4
(m)

判定
×
(m)

移動による力が建築物に作用した時から30分間が経過した

時の建築物に作用すると想定される力の大きさ（kN/m2）

地滑りブロック下端から当該建築物までの地滑り方向におけ

る水平距離(m）

F1

(KN/m2)

W2
(KN/m2)

H4
(m)

判定

Ｆ1＝γ（Ｌ－×）（
cosφ

）2tanφ1-√2sinφ

　　　　W2＝
106.0

H4（8.4 - H4）

地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動により力が通

常の建築物に作用する場合の土石等の高さ(m)

　ただし、地滑り区域の下端から地滑り方向への水平距離で

最大60mの範囲

2.253

ただし、Ｆ1＝2γ（
cosφ

）2tanφ1-√2sinφ
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